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はじめに
　市民社会は「責任社会」であるともいわれている。むろんそこでいう責任という言葉は極めて多義的
であるが、本研究において検討対象とするのは、刑事責任の概念である。この刑事責任に関わる問題を
解明するためには、一方では犯罪の概念との関係で、他方では刑罰の概念との関係で考察することが必
要となるであろう。本研究では、自由意志の概念を中心に検討し、さらに刑罰論についても論究したう
えで、責任刑法との関係について重点的に考察することにしたい。
一　刑事責任能力と自由意志
　行為者が犯した違法行為につき責任を問い、彼を処罰するためには、当の行為者に責任能力がなけれ
ばならない。この責任能力に関しては、刑法39条1項に心神喪失、同2項に心神耗弱、41条に刑事責任
年齢の規定があるω。しかし、そこでは、心神喪失および心神耗弱等にっいての法律効果が規定されてい
るだけで、責任能力の意味については積極的に規定されているわけではない。
　これに対して、ドイツ刑法では、その19条に刑事責任年齢、同20条に責任無能力、同21条に限定責
任能力の規定が置かれており、責任無能力の概念については、いわゆる「混合的方法」によってその内
容が充足されるべきことが示され、わが国の刑法39条の規定よりも明確なものとなっている。つまり、
ドイツ刑法20条は、混合的方法（二段階的方法）として、生物学的方法と規範的・心理学的方法とを併
用している。生物学的方法というものは、行為者が責任無能力であったかを認定する際に、生物学的・
精神病理学的見地から、病的な精神障害、深部に達する意識障害、知的障害、重大なその他の精神的異
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ω刑法41条の刑事責任年齢の規定では、14歳未満であるという年齢が責任無能力という効果をもたらすことになり、
　訴訟法的に見れば、そこでは被告人に有利な「反駁し得ない法律上の推定」が存在することになる。
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常という四つの原因のうちいずれかが存在するかにっいて判断するものである。また、規範的・心理学
的方法というものは、このような生物学的原因に基づいて（とともに）、さらに犯行時に行為者が「犯行
の不法を認識し、この認識に従って行為する能力」、すなわちr弁識能力」と「制御能力」とを欠いてい
たかを究明しようとするものである。
　このような混合的方法は、わが国でも一般的には承認されている。もっとも、規範的・心理学的要素
のうち弁識能力のみを問題にし、制御能力を問わないアプローチや、生物学的要素だけを吟味すればよ
いといったアプローチもないではない。しかし、このようなアプローチは、責任能力が本来「規範に対
する応答能力」であるという基本的な視点を無視するものであろう。
　ともあれ、以上のように責任能力にっいては、その意義が積極的に規定されているのではなく、むし
ろ責任阻却事由としての「責任無能力」が直接的には規定されているため、そもそも責任能力がなぜ責
任非難の基礎となり、何のために処罰の根拠として要求されるのかという決定的な視点が見失われてし
まう傾向がないではない。この点にっいて探究するために、ここでは「規範」という観点から改めて責
任能力にアプローチしてみたいと思う。
　刑法各則における刑罰法規は、「…　　した者は、…　　に処する」というように記述的な文言を使用
して表記されているが、当該文言の使用目的や文脈を考慮すれば、〈遂行的・語用論的・指令的な〉意味
として市民に対する「行動規範」がその前段に、裁判官等の国家機関に対する指示を内容とする「制裁
規範」がその後段に含まれていることになる。その際、行動規範は、〈正統なる〉法益保護の目的を直接
的に実現するための手段として定立され、制裁規範は、行動規範の事実的妥当（実効性）を保障するこ
とを通じて間接的に法益保護の目的を達成するように機能化されているのである。つまり、「一次規範と
しての行動規範」は、市民一般に事前に規範充足を訴えかけることを通じて法益侵害を回避させること
（一般予防）を課題とするものであるが、この行動規範を理解し、これに従って適法行為へと動機づけ
る可能性・能力（責任能力、帰責能力）を有しているにもかかわらず、これに違反する場合に、この違
反者に対して責任非難が加えられることになるのである。そして、この非難可能な行動規範違反行為（責
任）を根拠として、またその反作用として、「二次規範としての制裁規範」が違反者に対する刑罰を指示
しているのである。
　この場合に、刑事責任の概念にとって何よりも重要な意味をもつのは、「規範に対する応答可能性」と
いう視点である。つまり、〈正統なる〉行動規範に対する応答可能性がありながら、応答しなかったとい
う点に対して責任非難が加えられることになるのである。それゆえ、責任能力も「規範に対する応答可能
性」という視点から規定されることになる。すなわち、責任能力は、行動規範を認識・理解し、これに従
って適法行為へと意志形成する能力、すなわち「合規範的動機づけ能力」（法規範によって適法行為へと
自己決定する能力）として捉えられることになるのである。アルミン・カウフマンは、このような意味
における責任能力は現代の責任論の基礎にある公分母である、ということを強調している。しかもカウ
フマンは、「規範に対する応答可能性」という視点によって規定される責任能力は具体的な意志自由と一
致するものである、とも指摘している（カウフマンの場合には、否定的な価値しかもたない衝動から離
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脱し得るという意味における意志自由が問題にされている）（2）。
　また、フランクフルト学派のクラウス・ギュンターもディスクルス理論の観点から「規範概念」との関
連で帰責能力論を展開している。ギュンターによると、「熟議的民主主義」（deliberative・Demokratie）を基
盤とする法治国家においては、市民は単に法規範の「名宛人」にとどまるのではなく、公民としての「国
家市民」（StaatsbUrger）の役割においてはその「定立者」でもある。このような二重の役割を担った市民
には、「熟議的人格」（deliberative　Person）として〈自己および他者の発話および行為に対して理由に基づ
いて批判的な態度表明をなし得る能力〉が帰属することになる。そして、このような「熟議能力」とも
いうべき資質は、同時に帰責能力・責任能力の一般的基準を示すものであり、刑事責任は市民がそうし
た「熟議的人格」であるということを相互に承認し合うことから生ずるものである、ということが主張
されているω。
　以上のようなギュンターの「熟議能力」としての帰責能力の概念については、ミヒャエル・パウエン
が、自己の行為を的確に制御することができない者でも、議論のよきパートナーになり得ると批判して
いるように、刑事責任能力と一般的な帰責能力とを同一視てよいかという点などに関して疑問が生じな
いわけではないω。とはいえ、そこでは民主的な法治国家において責任を問うための相互主観的・コミュ
ニケーション的条件が要求されている点において重要な方向性が示されているといえよう。
　なお、自由意志論と責任能力との関連について言えぱ、ヤコブスのように、自由意志は刑法にとって
重要ではなく、責任能力も規範的構成物であると主張する論者もいないではない⑤。これに対し、例えば
自由意志論に関するモノグラフィーを刊行したドレーアーは、〈ドイツの現行刑法は非決定論的にだけ理
解されるものである〉とするテーゼを展開し、責任無能力について規定するドイツ刑法20条には、非決
定論の意味における自由が考慮されているとする結論を導き出している㈲。このようなドレーアーの見方
には、例えばティーマイヤーが異論を唱えているものの、結局ティーマイヤー自身も意志の相対的な自
由を考慮しているのであるω。こうして現代の責任論の基礎にある「規範による適法行為への意志形成の
可能性」としての責任能力さらには自由意志の内容が具体的に間われなければならないことになる。
②Armin？raufmann，　Schuldftihigkeit　und　Verbotsirrtum，　in：Strafrechtsdogmatik　zwischen　Sein　und　Wert，　1982，
　S．　82，　84，　Anm．13．
（3》K．Ganther，　Der　strafrechtliche　Schuldbegriff　alsGegenstand　einer　Politik　der　Erinnerung　inder　Demokratie，
　in：Annestie　oder　die　Politik　der　Erinnerung　in　der　Demokratie，　1997，　S．48ff．；ders．，Welchen　Personbegriff
　braucht　die　Diskurstheorie　des　Rechts？，　in：Das　Recht　der　Republik，　1999，　S．83ff．；ders．，erantwortlichkeit
　in　der　Zivilgesellschaft，　in：Das　Interesse　der　Vernunft，2000，　S．465ff．；ders．，Schuld　und　komnunikative
　Freiheit，2005，　S．・245ff．ただギュンターは、公民としての国家市民の役割と法規範の名宛人としての役割とを
　区別し、規範拒絶の権利自体は名宛人にも認められるが、このような権利は国家市民としての役割においてのみ行
　使されてもよいと主張する。K．　Ganther，　Das　Recht　der　Republik，　S．95．「熟議的民主主義」の概念について、
　Gerstenberg，　BUrgerrechte　und　deliberative　Demokratie，1997．も参照。
〔4）Pauen，　111usion　Freiheit？，　2004，　S．　236．
（5）ノlakobs，　Strafrecht　AIlg．　Tei1，2．　Auf1．，1991，　S．484ff．ヤコブスに基本的に賛同する者として、　fiaddenbrock，
　Schuldig！Schuldfahig？，2003，　S．62．を参照。
（6）Dreher，　Unser　indeterministisches　Strafrecht，　Spendel－FS，　1992，　S．　13ff．
（7》Tiemeyer，　Zur　M691ichkeit　eines　erfahrunngswissenschaftlich　gesicherten　Schuldbegriff，　ZStW　100（1988），　S．
　543ff．，546；ders．，　Grundlagenprobleme　des　nQrmativen　Schuldbegriffs，　GA　1986，　S．223f．ドレーアーも自
　己の見解を相対的非決定論と称している。Dreher，　Die　Willensfreiheit，1987，　S．396．
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二　刑罰論と責任
　　（1）応報と責任
　伝統的な刑事責任論は、その背景的思想である応報原理によって裏付けられてきた。この応報原理に
対しては、ドイツ刑法学では1960年代に、非合理的なものであるとする批判が提起されるとともに、応
報刑（カントおよびヘーゲル）との訣別ということが唱えられ、これに替わって目的合理的な予防刑論
への傾斜が強まることになった⑧。
　しかし、予防上の必要性を処罰根拠とすることと責任主義とが果たして両立し得るかという点につい
ては、改めて疑問が提出されており、その結果、例えばシューネマンも指摘しているように（9）、近時また
E・A・ヴォルフ、M・ケーラー、ツァー一ツィック、クレチェフスキー、ヤコブスらによって積極的に展
開されている応報刑論（絶対的刑罰論）のルネサンスともいうべき現象が巻き起こっている。わたくし
の考えでは、〈個別的行為〉責任が処罰根拠であり、これがなければ人を処罰できないという意味におい
て理解される「消極的応報論」は、責任主義と不可分的に結びっいており、行為者以外の者（無実の者）、
責任のない者が処罰されることを無条件的に排除するためのリベラルな法治国家的原理としての意味が
これに帰属することになる㈹。
　もっとも、応報として決済されるべき責任は、原理的に個人の自由意志を前提としており、しかもこ
の自由意志の経験的な証明可能性について疑義が出されている点において、応報思想と結びつく責任刑
法は相変わらず問題を抱えたままの状況の中にあるといえよう。とりわけ近時の神経科学においては、
「自由意志は幻想である」とする見解も有力に主張されており、責任刑法の危機的状況も生じている。
こうした理論的状況にあって、責任刑法を擁護する論者の立場からは、これに対していかなる解答を提
出すべきであるかということが、目下、差し迫った課題として突きつけられているのである。
　　（2）予防と責任
　刑罰を目的合理的に正統化する試みとして、とりわけ積極的一般予防あるいは統合予防といわれる構
想が、1970年代以降、一つの潮流として刑事責任論に重大な影響を及ぼしてきたといえよう。伝統的な
消極的一般予防論が潜在的な行為者に対する威嚇を問題にしてきたのに対して、積極的一般予防論は、
行動規範の事実的妥当・信頼を維持・強化・回復することを通じて、市民一般の遵法意識を覚醒するこ
とによって犯罪の予防を実現しようとするのである。
　もっとも積極的一般予防論といっても、論者によってその主張するところは必ずしも同様ではない。
しかし、そこにおいて重要なことは、積極的一般予防と責任あるいは責任主義との関係をいかなるもの
（8）増田「消極的応報としての刑罰の積極的一般予防機能と人間の尊厳」『ホセ・ヨンパルト教授古稀祝賀論文集』（2000
　年）135頁以下参照。
（9》@Vg1．　Schdinemann，　Aporien　der　Straftheorie　in　Philosophie　und　Literatur，　LOderssen－FS，　2002，　S．　327ff．
（10）増田・前掲注（8）論文137頁以下参照。また、ニュートラルな応報の概念について、fib’ffe，　Gerechtigkeit，2001，
　S．80ff．を参照。
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として捉えるかにある。「責任は一般予防の誘導体」として位置づけられたり（11＞、予防上の必要性が処罰
の根拠として捉えられたりすることによって責任と刑罰との関係が合理化されたことになるのであろう
か（12）。
むしろ、予防というものは節度がなく、歯止めがないため、これを処罰根拠とする場合には、責任主
義は有効に機能しなくなるであろう。つまり、一般予防であれ特別予防であれ、予防上の必要性が「行
為者個人の具体的な処罰の根拠」となる場合、カントが懸念したように、行為者はまさに他者の目的の
ための手段として利用されることになり、人間の尊厳を無視する結果が招来されることになるであろう。
したがって、予防上の必要性の観点は、「具体的な刑罰適用のレヴェル」では、たとえ責任が認められて
も予防上の必要性がないことを理由に、処罰を制限するという方向においてのみ考慮されるべきであろ
う。
（3）刑罰のコミュニケーション的・記号論的機能
　応報、予防に代わる（あるいは応報、予防とも結びつけられた）第三の選択肢として、〈表出的〉刑罰
論（expressive　theory　of　punishment）がある。これは、遂行された犯罪に対する「公然たる非難行為」（言
語行為）という側面を刑罰の機能として重視するものであって、刑罰を特殊なコミュニケーション形式
として理解し、「象徴的・表出的意味」（symbolisch－expressive　Bedeutung）あるいは「コミュニケーション
的意味」の中に刑罰の存在意義を見出そうとする見解である。
そうした見解は、へ一ゲルの刑罰論の中にもその端緒が認められるが（13）、現代では英語圏でジョエル・
ファインバーグらによって提唱され（14）、ドイツ語圏でもヤコブス（15）、クラウス・ギュンター（16）、H・G・
シュミッツ（17）らによって展開されている。もっとも、論者の主張は必ずしも同様の結論に至るものでは
ない。
例えばヤコブスによれば、犯罪も刑罰もコミュニケーション的事象である。つまり、犯罪は、コミュ
（11｝Vg1．　．ノlakobs，　Schuld　und　Prtivention，　1976，　S．　8；dens．，　Strafrecht　A119．　Teil，　2．　Aufl．，　S．　469f．，　480ff．
　いまやヤコブスは、制裁は目的をもつのではなく、それ自体が目的達成であるとする。Pers．，　Norm，　Person，
　Gesellschaft，1997，　S．106．応報刑の機能としての積極的一般予防効果について、増田・前掲注（8）論文146
　頁以下、Kalous，　Positive　Generalpravention　durch　Vergeltung，2000，　S．251ff．を参照。
（12）@Vg1．　Roxin，　Strafrecht　Allg．　Tei1，　Bd．　1，　4．　Aufl．，　2006，　S．　851ff．
㈹へ一ゲルの見解について、増田・前掲注（8）論文146頁以下参照。
（14）Feinberg，　The　Expressive　Function　of　Punishrnent，　in：Duff／Garland　（eds．），　A　Reader　on　Punishment，　1994，
　pp．71－91．また、象徴的・表出的刑罰論について、　M．　S．　Moore，　Placing　Blame，1997，　pp．84ff．；thff，　Pravention
　oder　Uberredung？，　Sch〔1nemann／von　Hirsch／Jareborg　（Hrsg．），　Positive　Generalprtivention，　1998，　S．187ff．；H．
　Kaiser，　Widerspruch　und　harte　Behandlung，　1999，　S．　167ff．；fiOrnle，　Tatproportionale　Strafzumessung，　1999，
　S．114ff．；Ialous，　a．　a．0．，S．188ff．；Pavlik，　Person，　Subjekt，　Bllrger，2004，　S．45ff．も参照。
（15）Jakobs，　Zur　gegenwartigen　Straftheorie，　in：Kodalle　（Hrsg．），　Strafe　muss　sein！Muss　Strafe　sein？，　1998，
　S．29ff．；ders．，StrafbegrUnung　und　positive　Generalpravention，　in：SiIler／Keller（Hrsg．），　Rechtsphilsophische
　Kontroversen　der　Gegenwart，　1999，　S．135ff．；　ders．，　Strafrechtliche　Zurechnung　und　die　Bedingungen　der
　Norrngeltung，　ARSP　Beiheft　74，2000，　S．57ff．しかしヤコブスは、テロリストはコミュニケーション・パートナ
　ーではなく、悪しき環境世界の一部である、と指摘している。Ders．，Straf（ab）grUnde（Diskussion　mit　GUnther　und
　Zaczyk），　in：　Rechtsphilosophische　Kontroversen　der　Gegenwart，　S．153．
〔16）K．　Ganther，　Die　symbolisch－expressive　Bedeutung　der　Strafe，　L〔1derssen－FS，　S，　205ff．；ders．，　Das　Interesse
　der　Vernunft，　S。482f，；ders．，Straf（ab）grtinde（Diskussion　mitJakobs　und　Zaczyk），　in：RechtsphilosQphische
　Kontroversen　der　Gegenwart，　S．153．　S・ヴァルターも、公的な否認としての刑罰を、広義の刑罰としての「認
　定・警告」と狭義の刑罰としての「害悪の付加」とに区別する。S．　Yaltθr，　Vom　Rechtsbruch　zum　Realkonflikt，
　2000，　S．281ff．
（17｝　U　G．Schaitz，　Zur　Legitimitat　der　Kriminalstrafe，2001，　S．175ff．シュミッツは、刑罰の記号論的構想を「行
　為」指向的見解すなわち応報理論と結びつけている。
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ニケーション・パートナーとしての行為者による規範の否認としてのコミュニケーション的行為（意味
表現）であり、刑罰は、このコミュニケーション的行為（犯罪）に対する応答として規範の事実的妥当
（実効性）を確証し、犯行の意味を否認するコミュニケーション的行為として捉えられることになるの
である。
　これに対し、ギュンターは、刑罰として害悪を加える場合には発話は中断してしまうため、害悪とし
ての刑罰をコミュニケーションとして捉えることはできない、と指摘している。そこで、ギュンタ・一一一は、
〈違法行為は承認されず、受け入れられない〉というメッセージを、その名宛人である行為者、被害者、
市民一般に伝達する、刑罰の象徴的・表出的（遂行的・宣言的）意味に着目する。そして、そうしたメ
ッセージを伝達するためには、害悪を加えるという意味における処罰ではなく、有罪を含む「判決」（と
その理由付け）が重要であり、刑罰の象徴的・表出的（コミュニケーション的）意味は、判決の場合の
ように、公開の場で形式化された罪責認定の手続において明示される、と指摘するのである。
　確かに、市民社会ではこのような刑罰（罪責認定手続）の〈コミュニケーション的・発話的・語用論
的〉機能の重要性を否定することはできないであろう。だが、この機能が応報原理や積極的一般予防の
原理と全く無関係なものであるか、また、こうした構想が伝統的な刑罰（害悪としての処罰）の廃絶を
もたらし、それに代わる新たな制度を要請することになるかについては、更なる熟慮と討議を要する問
題が存在するようにも思われる（18）。
三　神経科学における自由意志幻想論と責任
　カリフォルニア大学サンフランシスコ校神経科学センターの有カメンバーであるベンジャミン・リベ
ットらによって実施された神経科学的実験の結果をめぐって、自由意志問題に新たな議論が生じること
になった。以下では、リベットの実験を踏まえて展開された自由意志幻想論について検討することにし
たい。
　　（1）リベットの神経科学的実験
　リベットの実験は、次のようなものである（19）。っまり、いすに座った被験者は、身体に装置を取り付
けられて「運動準備電位」（readiness　potentia1）が測定できるような状態にされたうえで、自発的な決断
に基づき手やその指を動かしたり曲げたりすることを指示された。さらに、意識は本人（一人称）だけ
が体験し得るものであるため、被験者は、オシロスコープ画面の時計の文字盤に示された、2・56秒で一
周する標識を見ながら動作の決意をした瞬間をチェックし、報告するように指示されたのである。
　このような実験によって測定されたのは、運動準備電位の開始時期、意識的な決意が下された時期そ
して身体運動の開始時期であった。そして、次のことが判明した。被験者が意識的な決意をしてから身
“8）刑罰論相互の関係については、Kalous，　a．・a．　O．，S．181ff．を、刑罰廃絶論の批判的考察については、　Schobloch，
　Abolitionistische　Modelle　im　Rechtsstaat，2002．を参照。
（19）Libet．　Neurophysiology　of　CQnsciousness，1993，　PP．269－306；Do　We　Have　Free　Wi11？，　in：The　Volitional　Brain，
　1999，　pp．　47－57．
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体運動が生じるまでに約200ミリ秒かかったが、運動準備電位（脳神経活動）は被験者の意識的な決意・
意志よりもすでに350ミリ秒以上前に生じていたのである。その際何よりも重要なことは、意識的な決
意・意志が成立する前にすでに無意識的な脳神経活動（運動準備電位）が始まっており、意識的な決意・
意志は身体運動の起動点ではなく、すでに開始されている脳活動の（中間）結果にすぎないという点で
ある。つまり、意識的な決意・意志は身体運動の直接的な原因ではないということになる。そこから、
心身の相互作用を肯定する古典的な心身実体二元論（相互作用論的二元論）の前提を覆し得る結果が招
来されることになるのである。
　また、意識的な決意・意志は、それが身体運動に対する直接的な原因でないとすれば、脳神経活動（物
的な過程）の「随伴意識」にすぎないものとなるのだろうか。〈決意・意志は身体に対して全く作用を及
ぼさない単なる随伴現象である〉とする「随伴現象説」が正当であるとすれば、自由意志は存在しない
ことになるであろう。リベットの実験の結果については、多様な解釈の余地が成立することになる。そ
のうえ、例えば運動準備電位はこれに先行する意識的な決定に依存しているのではないか、意志形成は
複雑なプロセスであり、一定の時点に限定できないのではないかといったような疑義も出された（20）。
　もっともりベット自身は、この実験結果の評価として、意識的な決意・意志には「拒否権」（veto）の
ようなものが帰属するということを主張した。しかも実験との関係で言えば、被験者は約100ミリ秒前
までにこのような拒否権を行使し得るというのである。っまり、意識的な決意・意志は、起動者ではな
いが、いわばセンサーのようなものであり、身体運動を拒否し、停止させるという役割を果たすことに
なるというのである。こうしてりベットによれば、自由意志は、意識的な決意・意志が拒否権を行使す
るという限度で、個人に自己決定を求める倫理的・法的規範体系とかろうじて調和し得ることになるの
である。
　　（2）ジンガーとロートの見解
　自由意志に依拠する責任観に対しては、近時、神経科学の側からも重大な批判が提出されている。こ
こでは、フランクフルトのマックス・プランク脳研究所のディレクターであるヴォルフ・ジンガーの見
解とブレーメン大学脳研究所の有力メンバーであるゲルハルト・ロートの見解を取り上げることにしよ
う（21）。
　まず、ジンガーは、自由意志が「幻想」（lllusion）であると単純に断定しているわけではない。という
のも、自由意志はわれわれによって現実として体験されるし、われわれは自由意志があるかのように行
為し、判断もしているからである。したがって、自由意志、より正確に言えば自由意志をもっという経
験は、「一人称のパースペクティヴ」からは現実的なものである。しかも健康な人たちの多数が自分にこ
うした経験があることを認めている限りにおいて、それは、「幻想」であるとしても、「幻覚」（Halluzination）
のようなものではないのである。
（20》　Vg1．　Pauen，　a．　a．0．，　S．　196ff．
（21》　Singer．　Der　Beobachter　im　Gehirn，　2002，　S．　73ff．；　ders．，　Ein　neues　Menschenbild？，　2003．
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　ジンガーによれば、このような自由意志は、個人の経験と密接に結びついている「文化的な構成物」
である。そして、自由意志のような文化的構成物あるいは社会的現実の「創発」を説明するためには、
複数の脳の間で行われる対話、インター一一・ラクションにっいての考察が重要であるということになる。
　ともあれ、主観的体験とこの体験の基礎にある脳過程の科学的な記述との間には、目下、解消できな
い矛盾が認められる。つまり、われわれは自分が自由な心的存在であるということを経験しているのに、
自然科学的見地からは、自由意志のような「心的作用者」（mentales　Agens）のための余地は残されていな
いのである。そこで、ジンガー－Eは、「一人称のパースペクティヴ」から自由意志として記述されるものは、
「三人称のパースペクティヴ」すなわち自然科学の視点から見れば、あり得ない「幻想」として規定さ
れなければならない、と主張する。そして、脳におけるすべての過程は決定論的なものであるというこ
とは、今日では神経生物学者の合意を得られる認識になっている、というのである。すなわち、後続す
る行為の原因となるのは先行する脳の全体状態であり、客観的な自由はどこにも存在しないのである。
　このように「三人称のパースペクティヴ」すなわち神経科学的見地からは、自由意志が「幻想」であ
り、客観的には存在しないものであるとすると、そのことから刑事責任および責任主義についていかな
ることが帰結されることになるのだろうか。この点にっいてジンガーは、結局、責任主義を放棄すべき
であり、責任能力の精神医学的認定も全く無意味であると主張する。その結果、犯罪および犯罪者に関
する従来の見方も変えなければならないことになる。例えば、冷酷な殺人犯人もただ運が悪いだけだと
いうことになるのである。もっとも、危険な人たちから社会を護るためには、教育・治療のプログラム
が彼らに適用されなければならない。こうして、ジンガーによれば、刑罰よりも、保安・保護処分とい
ったものが重視されることになるのである。
　次に、ロートも、自由意志幻想論を断固として主張し、責任刑法に対して重大な異議を申し立ててい
る（22）。ロートによると、健康な人であれば、行為を遂行する際に、通常、自由であるという確信・感情
を抱くことになる。しかし、このことから、自由意志の客観的な存在が必然的に帰結されるわけではな
い。というのも、例えば意識下にある被験者を実験によるトリックや催眠状態を通じて行為へと誘導し、
しかも自ら意志決定したと主張し得るような状況を作り出すこともできるからである。また逆に、脳に
損傷が生じた結果、身体運動に際して自己帰属の感情が生じないような事態も起こり得るのである。
　ロートは、リベットのチームが行った実験にも論及して自己の見解を展開している。ロートの立場か
らは、意識的な決意・意志は、運動準備電位の後に生じており、それと行動の起動との間に因果関係は
ない。脳は行為を実際には無意識的に決定し、この決定は一定の時間が経過した後になって初めてわれ
われに意識されることになるのである。リベットによって実施された実験の結果は、ロートにとっては、
自由意志の経験的反証の意味をもっものであった。
　そして、ロートは、〈我々が行うことに対して我々は責任を負わないのか〉という究極の問いを提出す
る。これに対するロートの解答は極めて明快である。意識し、思考し、意図する「私」は、たとえ脳が
（22）A「oご々，Das　Gehirn　und　seine　Wirklichkeit，1997，　S．　303ff．；dersL，　FUhlen，　Denken，　Handeln，　2001，　S．　427ff．；
　ders．，　Aus　Sicht　des　Gehirns，　2003，　S．　166ff．；　ders．，　Willensfreiheit，　Verantwortung　und
　Verhaltensautonomie，　E．－J．　Lampe－FS，　2003，　S．　43ff．
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卑劣にも「私」に相応する幻想を与えたとしても、脳が行うことに対して道徳的意味においては責任を
負うことはない。つまり、行為を遂行するのは〈意識している〉「私」ではなく、脳内で〈無意識的に〉
作動しているメカニズムである。「私」は、複雑な計画的な行為にとっては必要であり、「私」は考量し、
忠告もする。しかし「私」は何も決定しないのである、ということになる。
　ロートの考えでは、「私」が全く犯さなかったし、犯すことができなかった違法行為についてf私」が
一身的に責任を負うことはあり得ないのである。われわれがしばしば抱く責任感情も、われわれが意識
的な「私」として違法行為を惹き起こしたのであろうという誤った想定から生ずるものである。社会は、
何らかの意味において道徳的な責任を問題にする限り、誰も処罰してはならない。もっとも、社会は、
刑罰を法定したり、ときには刑罰を執行したりすること自体を通じて、情動を伴う経験的記憶に影響を
及ぼし、個人の行動を改めさせることもできる。個別的には何が最適であるかというような問題は、詳
細な研究に委ねなければならないが、行刑システムは従来以上に「改善システム」でなければならない、
ということになる。
　こうしてジンガーによってもまたロートによっても、自由意志を前提とする責任刑法は神経科学的根
拠を欠いた幻想の産物とみなされ、それに代わって予防に重点を置いた保安刑法への道筋が示されるこ
とになった。こうした提案に対して、責任刑法を擁護してきたわたくし（われわれ）としては、いかに
これを受け止め、また反論を提出すべきなのであろうか。この点にっいて、ヴィットゲンシュタインが
『論理哲学論考』の中で示した、自由意志問題に関する次のような見解を参照することが有意義であろ
う（23）。
　「意志自由というものは、未来の行為を今の時点では知ることができないという点に認められるので
ある。因果性が、論理的推論の必然性のように、〈内的な〉必然性であると仮定する場合にのみ、われわ
れは未来の行為を知ることもできるであろう。」
　ヴィットゲンシュタインは、意志自由（自由意志）というものを（存在論的）非決定論の世界像に依
拠して考えているのではない。因果性においては、論理的推論における必然性のように〈内的な〉関係
性が問題となっているわけではないから、たとえ決定論的世界像が正しいとしても未来の出来事をわれ
われは今この時点で知ることができないということ、つまり〈予測不可能な〉事態が起こるし、そのよ
うな場合に意志自由が問題になり得るということを示そうとしているのである。したがって、そこでは
いわゆる「認識論的非決定論」の立場が表明されていることになるであろう。すなわち、存在レヴェル
では決定論が正しいとしても、認識レヴェルでは現時点での人間の認識能力が限定されているため将来
のことは完全には知り得ないし、その限りで未来はわれわれに開かれており、われわれは複数の別様の
選択肢を有している（ように見える）、ということになる。
　このような構想は、近時、神経科学者であり哲学者でもあるヘンリク・ヴァルターによって提唱され
ている見解、すなわち「弱い形態の別様の可能性」を認める見解と両立し得るものであろう。ヴァルタ
（23）k’ttgenstein，　Tractatus　logico－philosephicus，1984，　Nr．5．1362．ウィトゲンシュタイン（奥雅博訳）『ウィ
　トゲンシュタイン全集1巻』（1975年）72頁参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－209一
46　　　　　1　　　　2007　　　10
一の主張は、自然法則に従ってはいるが予測し得ない出来事を扱うカオス理論あるいは非線形ダイナミ
ックスとの関係で、「弱い形態の別様の可能性」っまり〈全く同一の〉条件ではないが、〈類似する〉条
件の下での別様の可能性を問題とすることによって「弱い自由意志」を肯定しようとするものである（24）。
　このような意味における「弱い別様の可能性」は、自然科学的知見に反するものではなく、ただ人間
の認識能力の限界に対応するものであって、われわれの日常的な生活世界で社会的に構成・構築され得
る別様の可能性にも対応し、その基礎となっているといえよう。とはいえ、「弱い別様の可能性」あるい
は「弱い自由意志」は、個人に対する「究極の責任」の根拠となるものではない。われわれは、存在論
　　　　　　　　　　　リ　バタ　リ　スムス的非決定論に依拠する強い自由意志肯定論の意味における厳格な責任を行為者に帰属することはできな
い。というのも、それは人間の認識能力の限界を無視して行為者に絶対的な責任を問うことになるから
である。われわれ（市民社会）が行為者に帰属する責任は、「究極の責任」ではなく、あくまでも「人間
の認識能力を前提とした一応の責任」あるいは「人間のもとにある責任」でしかないのである（25）。それ
ゆえ、行為者に責任を帰属すること、そのこと自体に対して、われわれ市民一人ひとりのすべて（市民
社会）もまた自己言及的・批判的に〈メタ〉責任を負わなければならないことになるのである。このよ
うにして責任帰属（犯罪）に対する市民社会自体（われわれ自身）の「メタ責任」を追及するという意
味における「批判的責任論」の視点が重要となるであろう。
　ともあれ、責任という概念が無意味になったり、法秩序や道徳秩序の存立の基盤が失われたりするよ
うなことはないであろう。自由意志の要件としては、「別様の可能性」（AnderskOnnen）のほかに、理解で
きる理由に基づく決定であるという「合理的決定性」（lntelligibilittit）と行為者自身（自己）に起因すると
いう「起動者性」（Urheberschaft）が必要であるが（26）、われわれには、通常であれば、行為の理由を反省
し、考量・熟慮する能力（合理的決定性）が備わっており、またわれわれの行為を自己のものとして帰
属・認証する能力（起動者性、自己認証性）も備わっている。さらに言えば、他者に責任を帰属するこ
とは、道徳的な行為や適法行為をするように仕向けるための最適の戦略でもある。ジンガーとロートの
主張については、次のように述べることができるであろう。その神経科学的な知見に対して異論を唱え
る余地はないが、そこから引き出された刑法学的・倫理学的帰結は、あまりにも早計なものである。
おわりに
　自由意志が幻想であるか否かという問題にっいては、自由意志そのものをどのように規定するかとい
う観点と無関係には答えらないであろう。かってコールラウシュは、「個人的な可能は国家的に必要なフ
ィクションである」と断言したが（27）、国家的なフィクションとしての自由を通じて行為者個人に責任非
（24）　Yalter，　Neurophilosophie　der　Willensfreiheit，　2．　Aufl．，　1999，　S．　193ff．
㈱　「究極の責任」を問えない以上、「究極の刑罰／死刑」を科すことも許されない。
㈱　「別様の可能性」、「合理的決定性」および「起動者性」にっいては、増田「意志自由問題への神経哲学的ストラテ
　ジー一一一自由意志の自然化と社会構成一」法律論叢74巻6号（2002年）1頁以下を参照。フランクファートは、「別
　様の可能性」を自由意志の要件としない。Frankfurt，　Alternate　Possibilities　and　MQral　Responsibility，　Journal
　of　Philosophy　l969，　pp．829－839．増田・前掲論文34頁以下参照。
（27）Iohlrausch，　Sollen　und　K6nnen　als　Grundlagen　der　strafrechtlichen　Zurechnung，　GUterbock－FG，　1910，　S．　26．
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難を帰属し、この者に刑罰を科すといった構想は、正統化されるものではない。
　「熟議的民主主義」を基盤とする法治国家においては、個別事案において責任帰属される「規範の名
宛人」としての市民が、同時に公民としての「国家市民」の役割においてはこの帰属の規則および要件
確定の熟議に関与する者でもあるというのでなければ、その責任帰属は正統化されないであろう。とい
うのも、民主的な法治国家においては、絶対者による服従者の責任が問われるわけではないからである。
責任を問う者も、責任を問われる者も「熟議的人格」あるいは「ディアロギッシュな人格」でなければ
ならない。しかも「究極の責任」が問えないとすれば、そこでは、責任を問うための相互主観的・コミ
ュニケーション的条件が整備されている場合にのみ、行為者への責任帰属は正統化されることになると
考えられる。
　したがって、責任非難の基礎となる自由も、たとえコンヴェンショナルなものであり、社会的・文化
的構成物であるとしても（28）、国家的な擬制に先行して相互主観的に構成された現実でなければならない。
しかもそのような自由の社会的構成は、神経科学的・自然科学的知見と整合性を有するような仕方で規
定されることが必要であると思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ますだ　ゆたか）
（28｝パウエンによると、自由の経験と意味は、社会的コンヴェンション（文化的要因）の影響を受けるが、これによっ
　てだけ規定されるのではない、ということになる。Pauen，　a．　a．0．，　S．26f．
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